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要旨 2013年参議院選挙は、インターネットを利用した選挙運動を一部解禁する公職選挙法の改正

後における初の国政選挙であった。そこで、インターネットによる選挙関連情報の収集が政治・選

挙に対する有権者の意識と行動におよぼす影響を解明すべく、当該選挙に関する全国世論調査を分

析する。その結果、インターネットの利用が法改正の成果への期待感を大きく高めつつも、投票自

体をやや抑制する影響を発揮していた。 
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１．分析手法 

(1)因果推論   

本稿では、「インターネットの利用」という独立変数が「投票行動」や「法改正への期待感」などの従属変数におよぼす効

果を測定する。そこで、この因果関係をモデル化しよう。「投票行動」を考える場合、投票ならば 1、棄権ならば 0となる従属

変数を Yとする。また、「法改正への期待感」を考える場合、期待感を持てば 1、期待感を持たねば 0となる従属変数を Yと

する。いずれの場合も、選挙の情報を入手するためにインターネットを利用したならば 1、利用しなかったならば 0となる独立

変数をWとする。Eは期待値を表す。 

Yi , w   =  f i (W)のとき、因果効果は以下の通り表される。    

E ( Yi  |  Wi   = 1) － E ( Yi  |  Wi  =  0 ) 

 = E{ f i   (1)  |  Wi  = 1)－E{ f i  (0)  |  Wi  = 1 } 

+ E{ f i   (0)  |  Wi  = 1)－E{ f i   (0)  |  Wi   =  0 } 

ここで、右辺について考える。知りたい効果は第 1項と第2項の差だが、第 2項・第3項は観察できない。W=1の者は元来政治

への関心が高いと予想されるので、第 2 項と第 3 項は正方向への偏りを持つ（これを「セレクションバイアス」と呼ぶ）。従

って、実際に観察可能な第 1 項と第 4 項の差のみを評価する場合、実際の効果を過大評価してしまう。そこで、セレクション

バイアスへの対処法を考える。 

 ここで、「YとWの双方に影響する変数」、または「Yに影響を与え、かつWに影響を被る変数（これを「中間変数」と呼

ぶ）」を共変量と呼ぶ。観察可能な共変量を X とするとき、以下の独立性が成立するとの仮定を「条件付き独立の仮定」と呼

ぶ。 

{ Yw }  ⊥ W  |  X 

この仮定が成立するならば、Wが 1または 0のいずれか実現した場合についてのみ各人の Yを観察できるにもかかわらず、実

現しなかった場合のYについてもWとの独立性が確保される。つまり、同等の共変量の者を集めた場合、Wの差異は偶然に帰

すと考えられる。すると、以下の通りセレクションバイアスの項が消滅する。 

E ( Yi  |  X i ,Wi  = 1 )－E ( Yi  |  X i  ,  Wi   =  0 ) 
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     = E{ f i  (1)  |  X i ,Wi  = 1 )－E{ f i  (0)  |  X  i ,Wi  = 1} 

+ E{ f i  (0)  |  X i ,Wi  = 1 )－E{ f i  (0)  |  X  i ,Wi  = 0 } 

 = E{ f i  (1)－f  i  (0)  |  X i } + E{ f i  (0)－f i  (0)  |  X i } 

= E{ f i  (1)－f i  (0)  |  X i } 

従って、同じ共変量を持ちつつWのみが異なる多数の2人1組の各組についてYの差を平均すると、Wの効果が判明する。 

(2)傾向スコア法の応用   

だが、実際には多数の共変量が存在しうるため、同じ共変量を持ちつつWのみ異なる多数の2人1組を得難い。そこで、多数

の共変量を 1つの変数 Sに縮約した上で、縮約された値が類似しつつ Wのみ異なる多数の 2人 1組の各組について Yの差を平

均する傾向スコア法が考案された１。以下の通り、傾向スコアをSと定義する。Pは確率を表す。 

S i   = P ( Wi  =1 |  X i  )  

Wが 0または 1の 2値変数なので、Wを従属変数、Xを独立変数とするプロビット回帰分析またはロジスティック回帰分析を

用いてSを推定する場合が多い。 

だが、この方法には複数の短所がある。まず、E{ f i   (1) －f i   (0) } を推定できるが、その標準誤差およびE{ f i   (1) }とE{ f i   (0) } を推定

できない。また 2人 1組を構成する上で、W が 0または 1のいずれか少ない群の人数に分析対象が限定される。さらに、2人 1

組を構成する際における傾向スコアの類似性の評価は恣意性を排除できない２。加えて、傾向スコアを求める回帰式自体に定式

化の誤りがありうる。 

 そこで本稿は、傾向スコアの逆数によるWの加重平均を利用し、E{ f i   (1) }とE{ f i   (0) } の一致推定量を得る方法を試みる３。Yw

を従属変数とする回帰式 の独立変数をZ、その係数の推定量を とすると、E{ f i  (W) }の推定量は以下の通り表される。 

{ f i  (1) } =  

 { f i  (0) } =  

傾向スコアを推定する回帰式と の少なくとも一方の定式化が正しければ、左辺の推定量の期待値がE{ f i   (1) }とE{ f i   (0) } の

一致推定量となる４。この推定量を、「二重に頑健な推定量」と呼ぶ５。 

 本稿では、傾向スコアを推定する回帰式とYwを従属変数とする回帰式の双方をロジット分析により推定する。 

 

2．使用するデータ 

(1)世論調査   

分析に用いるデータを収集した調査は、投票行動の実態の解明を通じた今後の選挙啓発の資料を得る目的で公益財団法人

「明るい選挙推進協会」が行った「第 23 回参議院議員通常選挙全国意識調査, 2013」である６。選挙人名簿に記載された全国の

有権者のなかから層化 2段無作為抽出に基づき抽出された 3000名が対象の郵送調査であり、回答者数は 2019名である。調査期

間は 2013年 9月 18日から翌月 24日である。政党支持や保革イデオロギー、また重視する政策争点や生活への満足感など選挙

に関する調査に頻出の項目のほか、公職選挙法の改正に伴い、インターネットをはじめとするメディアの利用状況および選挙

運動との接触状況の詳細を質問項目に含む。 

(2)変数の定義   

ふだんの支持政党を尋ねる質問に対して「支持政党なし」と回答した無党派層と、「自民党」と回答した自民支持層の各々

に対して分析を行う。表 1 の左側の表頭では、各党派の下段に「法改正への期待感が従属変数である分析」における従属変数

を記す。それぞれ、「若年」・「関心」・「距離」・「透明」は各々「若年層の投票率が向上する」・「有権者の政治への関

心が高まる」・「有権者と政治家との距離が縮まる」・「政治や選挙の透明性が高まる」と期待するか否かにつき、肯定的な

回答に 1、「特に期待するものはない」との回答に 0を付す。表側の「従属変数」の行は、肯定的な回答数を記す。また表 1の

右側の表頭下段に「投票」と記す「投票行動が従属変数である分析」では、表頭の各党派の回帰分析の従属変数として「（選
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挙区選挙・比例代表選挙を問わず）今回投票した」との回答に 1、「棄権した」との回答に 0を付す。表側の「従属変数」の行

は、投票者数を記す。 

表の表側に示す「従属変数」から「景気認識」の行は、分析に用いた変数の記述統計値である。この統計値に示す整数は、

以下に定義する各変数についての「1」の数である。「ネット」は、参院選に関して「政党や候補者の HP・ブログ・SNS を見

た」・「政党や候補者のメルマガを受信した」・「自らのブログや SNS で特定の政党や候補者、政策を応援または批判した

（拡散を含む）」・「政党や候補者とネットを介して交流した」のうち、少なくとも 1つを行ったという回答に 1、「参院選に

関してインターネットを利用しなかった」との回答に 0を付す。「ネット○」と「ネット×」は、各 1々と 0の場合に対応する。

「性別」は、男性に 1、女性に 0を付す。「職業」は、「勤め」に 1、「自由業・家族従業・学生・主婦・無職」に 0を付す。

「選挙公報」から「TV広告」は、「参院選で見聞したもの」として挙げられた場合に 1を、挙げられぬ場合に 0を付す。「候

補掲示」は掲示場の候補者ポスター、「政党掲示」は政党のビラ・ポスター、「候補政見」と「政党政見」は各々の TV 政見

放送、「候補新聞」と「政党新聞」は各々の新聞広告、「TV 広告」は政党の TV 広告、「候補ビラ」は候補者のビラを指す。

「投票義務」は、「ふだん、選挙の投票について、どれに近い考えを持っていますか」との質問に対し、「投票は国民の義務

である」との回答に1、「投票は国民の権利だが、棄権すべきではない」または「投票する、しないは個人の自由である」との

回答に0を付す。 

 その他の変数に関する値は平均値である。「年齢」は、20代から 70代まで 10歳ごとに各 1々 ~ 6を、80代以上に 7を付す。

「学歴」は、「小中学校卒」・「高校・旧制中学校卒」・「短大・高専・専修学校卒」・「大学・大学院・旧制高校・旧制専

門学校卒」に各 1々 ~ 4 を付す。「選挙関心」は、参院選への関心につき「非常に関心あり」・「多少の関心あり」・「あまり

関心なし」・「全く関心なし」に各 4々 ∼ 1 を付す。「投票所」は、自宅から投票所までの時間につき「5 分未満」・「10 分未

満」・「20分未満」・「20分以上」に各 1々 ~ 4を付す。「居住歴」は、現在の市（区・町・村）での居住歴につき「『生まれ

てからずっと』・『20年以上』」・「10年以上」・「3年以上」・「3年未満」に各 1々 ~ 4を付す。「景気認識」は、1年前と

比べた調査時点での景気に関して「かなり悪くなった」・「やや悪くなった」・「変わらない」・「やや良くなった」・「か

なり良くなった」に各 1々 ∼ 5を付す。今回の選挙において考慮した政策課題を複数回答で質問したところ、第 2位の年金問題

を10 % 以上も上回り過半数の指摘を得た唯一の課題が景気対策であったため、「景気認識」を独立変数に加えた。 

 (3)変数の選択   

表 1の左側では党派および法改正への 4つ期待感ごとに 2種の分析が、また表 1の右側では党派ごとに 2種の分析が行われる。

標本規模は、2種の分析に用いる全ての変数に欠測のない回答者数を示す。斜字はインターネットの利用が従属変数である分析

にのみ用いる変数を指す。それ以外の変数は、表 1 の左側に関して「インターネットの利用が従属変数である分析」および

「法改正への期待感が従属変数である分析」の双方で、また表 1 の右側に関して「インターネットの利用が従属変数である分

析」および「投票行動が従属変数である分析」の双方で用いる。 

傾向スコアに基づき Y を説明するため、共変量には「インターネットの利用」との関連が弱い、または関連を持たぬ一方で

Y に影響しうる変数も含めねばならない７。まず、この点も考慮の上で設けた共変量を独立変数とする「インターネットの利用

が従属変数である分析」の妥当性を Wald値と McFadden値に基づき判断する。つまり、Wald値が有意であり、かつ McFadden値

がなるべく大きな共変量の組合せを探索する。そして、「インターネットの利用が従属変数である分析」での独立変数は、引

続き行うYについての回帰分析での説明力も期待できるので、なるべく2種の分析での独立変数が重なるように考慮した。 

但し、2種の分析が異なる従属変数を扱う以上、分析可能な規模の標本規模を得る上で分析ごとに使用可能な独立変数が異な

りうる。だが、結果を解釈する際の従属変数ごとの比較可能性を保つため、法改正への 4 つ期待感を扱う分析では「インター

ネットの利用が従属変数である分析」および「法改正への期待感が従属変数である分析」の各々に関して独立変数を党派ごと

に統一した。 

 (4)分析の評価   

「ネット○」と「ネット×」の行は、参院選の情報を得るためにインターネットを利用する場合と利用せぬ場合の各々につき、

法改正に関する期待感、または投票行動を従属変数とする分析の予測値が有意に 0 と異なるか否かを示す。「ネット○」と

「ネット×」の場合の予測値が有意に異なるか否かを「差」の行に示す。この「差」が有意であるとき、インターネットの利

用に効果を認められる。 

「インターネットの利用が従属変数である分析」に関して、Wald 値は全ての独立変数が有意に 0 と異なるか否かの検定結果

を、McFadden値はデータに対するモデルの適合度を示す指標である８。 
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表1 選挙法改正への期待感および投票行動を従属変数とする分析 

          無党派 自民支持 無党派 自民支持  

若年     関心     距離    透明  若年     関心    距離     透明 投票 投票 

従属変数 

ネット 

性別 

職業 

選挙公報 

候補掲示 

政党掲示 

候補政見 

政党政見 

候補新聞 

政党新聞 

TV広告 

候補ビラ 

投票義務 

 

年齢 

 

学歴 

 

選挙関心 

 

投票所 

 

居住歴 

 

景気認識 

 

206              87            93       29 

37         28           28       20 

179            141              131               112 

222                 174                    181               133 

141                   97                    100             73 

221                 161                   161                118 

125                   87                      98                   67 

140                   93                      94                   68 

138                   92                      90                   67 

141                   95                98                   76 

134                  87                      95                   66 

 86                    67                      67              46 

 

 

 

3.31              3.09                 3.13                 3.19 

(1.49)             (1.49)             (1.43)              (1.49) 

 2.88                2.95                  2.93                2.86 

(.94)                 (.95)                 (.94)                (.95) 

2.61                 2.63                  2.61                2.57 

(.90)                 (.91)                (.91)                (.94) 

1.80                1.76                  1.87                1.84 

(.78)                (.79)                (.80)                 (.79) 

1.59               1.60                  1.55                1.58 

(.91)               (.93)                (.87)                 (.92) 

218                 118                       85                    39 

 27                     27                        25                    12 

158                 119                     101                    85 

160                 121                     105                   76 

112                   76                        61                    43 

178                110                        99                    64 

 94                     62                        55                    37 

149     100                        89                     61 

135                   89                       76                     56 

108                  77                        60                     51 

112                  75                        66                     46 

 54                    34                        32                     21 

 

 

 

3.85               3.87                    3.74                3.97 

(1.58)            (1.60)                  (1.57)             (1.54) 

 2.70                 2.76                    2.80                2.65 

 (.94)                (.98)                     (.96)                (.95) 

 2.97                 3.01                    3.07                2.97 

 (.80)                (.82)                     (.80)                (.81) 

 1.72                 1.71                    1.69                1.67 

(.74)                 (.70)                     (.72)                (.69) 

336 

 55 

  233 

  303 

  196 

  292 

  167 

  185 

  187 

  186 

  181 

  118 

145 

138 

 

 3.29 

 (1.50) 

  2.89 

(.95) 

2.64 

(.86) 

1.81 

(.79) 

1.59 

(.91) 

2.91 

(.72) 

368 

49 

234 

238 

148 

240 

132 

201 

215 

160 

154 

73 

101 

193 

 

3.91 

(1.60) 

2.66 

(.97) 

3.00 

(.78) 

1.70 

(.74) 

 

 

3.18 

(.70) 

ネット○ 

 

ネット× 

 

差 

 

.740***      .571***          .676***       .593*** 

(.070)          (.091)               (.064)            (.076) 

.508***      .292***          .309***       .103*** 

(.027)          (.029)               (.029)            (.022) 

.232**        .279**             .366***       .490*** 

(.073)         (.096)               (.070)              (.079) 

.669***         .856***           .818***     .730*** 

(.043)            (.069)                 (.066)           (.142) 

.652***         .476***           .383***    .222*** 

(.028)            (.036)                 (.038)           (.035) 

.017                 .380***           .435***     .507** 

(.051)            (.077)                 (.075)           (.148) 

.570*** 

(.050) 

.660*** 

(.022) 

－.091+ 

(.053) 

.699*** 

(.033) 

.785*** 

(.020) 

－.086* 

(.035) 

Wald 

McFadden 

標本規模 

37.4**        37.8**             32.4**           29.0* 

.143              .220                  .145                 .209 

389               270                    276                  212 

41.9***        21.9+                                           27.2*              19.1 

.200               .096                    .189                 .156 

324                  224                     191                 145 

37.3** 

.136 

511 

45.2*** 

.123 

466 

+ < .1        * < . 05       ** < . 01       ***< . 001            括弧内の値は標準偏差または標準誤差 

 

3．分析結果 

(1) 選挙法改正への期待感   

まず結果を確認する。無党派層については、4つの従属変数の全てにおいてインターネットの利用に基づく期待感の向上を確

認した。次に自民支持層については、「若年」を除く 3 つの従属変数においてインターネット利用の有無に基づく「差」が有

意だが、「透明」については Wald値が有意でないため、傾向スコアの算出に用いる独立変数に再考の余地がある。結局、「関

心」・「距離」に関してのみインターネットの利用に基づく期待感の向上を確認できる。 

 次に結果を検討する。政党支持に関わらず「若年」では「差」が最も小さく、自民支持層では有意差を検出しない。また、

政党支持に関わらずインターネットの非利用層の場合にさえ50 % 以上もの確率で期待感を抱く点が特徴である。さらに無党派

層が期待感を抱く確率は、インターネットの利用層と非利用層の双方において 4 つの従属変数のうち最大である。共同通信社

の投票日出口調査によると、投票先の決定に際してインターネット情報を参考にした回答者は全体の10 % 程度、20代に限ると

23 % 程度であった９。従って、インターネット情報を手がかりとした投票傾向は若年層に観察されるが、従来は棄権していた層
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が法改正により投票に至る保証はない。表 1 に関して、若年層における日常的なインターネットの高い利用率と低い投票率を

知る回答者の多数は、ふだんのインターネットの利用時における選挙関連情報への接触機会が増加するとともに、得られた情

報に基づく投票参加が促進されると予想するのだろうか。だが、インターネット情報が投票を導くためには、少なくとも情報

の検索および有意義な情報の入手という 2 点の実現が必要であり、前者では選挙への関心が、また後者では発信情報の質が前

提となる。そこで、前者については「関心」に関する期待感を論じる際に再度言及する。 

 逆に、無党派層に関して最大の「差」は「透明」に現れ、「ネット×」の場合には10 % 程度の確率で期待感を抱くにとどま

る。質問文の表現に鑑みて、「距離」が政治家個人に関する情報の提供と入手の機会の拡大を、また「関心」が政治について

の情報を得ようとする心情の形成を問うならば、政治と選挙に関する詳細かつ正確な情報の提供と入手の機会の拡大、および

当機会の拡大を通じた公明正大な政治と選挙の実現を「透明」が意味すると思われる。選挙運動に関する今回の法改正は、政

党と候補者による自身の宣伝機会、および有権者による運動機会の拡大を招く内容であり、公平中立な第三者機関による政

治・選挙の監視の強化や情報開示の強制を内容に含むわけではない。従って、法改正に伴い確度や不偏性の高い情報がインタ

ーネット上で発信される保証はないので、直ちに公明正大な選挙の実現を招くわけではない。無論、敵対する政党・候補者に

対するインターネットを通じた批判の機会の拡大、および批判内容の拡散によって、有権者の気づきにくい論点が提示される

場合もあろう１０。だが、提示された内容が事実である保証もない。仮に、この点をめぐる評価の差異が「透明」についての大

きな「差」を導くとすれば、公的な機関による監視と規制を通じて事実に接近する可能性のみを認めるか、それとも党派性を

帯びた主張の衝突を通じて事実に接近する可能性も認めるか、という根深い価値観の相違が反映されている。  

無党派層において「透明」に次ぐ「差」は、「距離」に現れる。また、Wald 値を考慮せぬ場合の自民支持層に関しても同様

である。各回答者が何をもって有権者と政治家の距離の短縮と捉えるかを、質問事項からは特定できない。だが、インターネ

ットを通じた政治家による選挙関連の発信情報の増加、インターネットを通じた政治家への投書の増加や政治家との交信の可

能性を評価すれば、「距離」が短縮すると考えるだろう。他方、現実には有権者と政治家の双方による一方的な意見発信にと

どまるために有権者と政治家の意見交換の実現を困難と考えるならば、「距離」の短縮に悲観的だろう。新聞各社による公示

期間中の自民党候補者のTweet内容の分析によると、ネット上の「炎上」を恐れた自民党が所属候補者に対してソーシャル・メ

ディアでの論争的な政策への言及を控えさせたこともあり、大半が演説の告知であった。圧勝が予想される政党が政策につい

ての発信自体を回避するならば、政策をめぐる双方向的な議論の隆盛は望み得ない１１。だが、70 % 近い確率で無党派層の利用

層が期待感を抱くため、政治家との交信が実現せぬ状況であっても、政治家による発信情報や有権者による意見表明の機会が

増せば「距離」の短縮を実感できると思われる。また、80 % 以上の確率で自民支持層の利用層が期待感を抱いており、支持政

党または支持候補による日常的なインターネット上の発信情報との接触を背景とした距離感の短縮が実現していると思われる。 

他方で他の 3 つの従属変数の場合と比べ、無党派層のインターネット利用層に関しても「関心」について期待感を抱く確率

が60 % 未満にとどまる点は意外である。若年層に関して政治関心が投票の前提となる点に鑑みると、一部の回答者は以下の通

り高齢者層を含む有権者一般と若年層を区別したのかも知れない。すなわち、一般に日常的なインターネットの利用率は低い

が政治関心は高い高齢者層が法改正によってインターネットの利用を開始するわけではないために、政治関心も一層増すわけ

ではない。他方、一般に政治関心は薄いが日常的なインターネットの利用率は高い若年層による選挙関連情報への接触機会が

法改正により増すために政治関心も向上する結果、投票率も向上する。この推測が仮に正しければ、質問文の対象となる有権

者の年齢層を明示する調査において異なる結果を得よう。 

他方、インターネットの利用層・非利用層ともに自民支持層における「関心」についての期待感は無党派層を大きく上回る。

殊に、85 % 以上の確率で利用層が期待感を抱く。ふだんから支持政党または支持候補を持つ場合、入手可能な情報量の増加が

直ちに関心の増大を招くという因果の一般性を予想しやすいのであろう。 

(2) 投票への影響   

表 1 の右側は、投票行動を従属変数とする分析の結果である。当然ながら、インターネットの利用の有無に関わらず自民支

持層における投票確率が無党派層を上回る。だが、党派性に関わらずインターネットの利用が投票確率を10 % 近く低下させて

おり、インターネットを通じた選挙情報の提供が投票に至るとの期待に反する。定式化が正しければ、支持政党に関わらず標

本全体に占めるインターネットの利用層の薄い点が原因と思われる。 

つまり、 { f i   (1) }の右辺の 内は、Wi   = 1とWi   = 0の場合でそれぞれ   … ①、  … ②となる。
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このとき、Wi = 1の者が標本全体に占める割合は小さいため、Wi = 1の者に占める投票確率の高い属性を持つ者の割合が大きい

としても、Wi = 1の者に関する①の和が大きくならない。他方、標本全体に占める割合の大きなWi = 0の者のうち、投票確率の

低い属性を持つ者が多数ならば、Wi  = 0の者に関する②の和が大きくならない。従って、 { f i   (1) }も比較的小さくなる。次に、

{ f i   (0) }の右辺の 内は、Wi    = 1とWi    =  0の場合でそれぞれ  … ③、  … ④となる。このとき、Wi    = 1の者

に占める投票確率の高い属性を持つ者の割合が大きいとしても、標本全体に占めるWi      = 1の者の割合が小さいためにWi  = 1の者

に関する③の和が大きくならない。他方、標本全体に占める割合が大きな Wi  = 0 の者のうち、投票確率の低い属性を持つ者が

多数ならば、Wi  = 0の者に関する④の和が大きくなる。従って、 { f i   (0) }も比較的大きくなる。この結果、仮に定式化の誤りが

なくても { f i   (1) }－ { f i   (0) } は負となりうる。 
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